
１．予算編成方針

２．会計別予算

令和6年度 構成比 令和5年度 構成比 増減額 増減率
6,950,000 64.7 7,010,000 66.8 △ 60,000 △ 0.9

83,000 0.8 77,000 0.7 6,000 7.8
171,000 1.6 165,000 1.6 6,000 3.6
768,000 7.1 807,000 7.7 △ 39,000 △ 4.8
248,000 2.3 231,000 2.2 17,000 7.4
843,000 7.8 841,000 8.0 2,000 0.2

712,000 6.8 △ 712,000 皆減
2,113,000 19.6 2,833,000 27.0 △ 720,000 △ 25.4

歳入 655,392 6.1 655,392 皆増
歳出 608,132 5.7 608,132 皆増
歳入 242,207 2.3 242,207 皆増
歳出 438,905 4.1 438,905 皆増

1,047,037 9.8 1,047,037 皆増
歳入 559,000 5.2 530,000 5.1 29,000 5.5
歳出 559,000 5.2 530,000 5.1 29,000 5.5
歳入 47,200 0.4 90,000 0.9 △ 42,800 △ 47.6
歳出 79,199 0.7 114,132 1.1 △ 34,933 △ 30.6

638,199 5.9 644,132 6.2 △ 5,933 △ 0.9
1,685,236 15.7 644,132 6.2 1,041,104 161.6

10,748,236 100.0 10,487,132 100.0 261,104 2.5
※下水道事業会計は、令和6年度から公営企業会計に移行したため、令和6年度の特別会計欄は削除しています。

収益的予算

収益的予算

小　計（歳出）

令和６年度　奥多摩町当初予算の概要

合　 　計

小 計

資本的予算

（単位：千円、％）

一 般 会 計
区 分

下水道事業

公
営
企
業
会
計

小　　計（歳出）

　庁舎建設や観光施設等の改修など大型建設費の支出が見込まれる中、物価上昇などの影響により、当
町を取り巻く環境は厳しい状況にありますが、以下の考え方を基本として予算編成を行いました。
（１）社会経済情勢を見極め、限りある財源を計画的、重点的に配分して、住民福祉の増進と少子化対策・
若者定住化をさらに推進し、個性的で活力のある地域社会を将来にわたって持続させるため、長期総合計
画「おくたま魅力発信計画」の実現を目指す。
（２）成果を重視した行政改革の推進、時代に対応した柔軟な行政組織と職員の育成並びに費用対効果を
含めた事業全般の事後検証の強化と制度や事務事業の必要性や有益性を吟味し、必要な見直し・再構築
を図るなど、身の丈にあった健全で堅実な行財政運営を推進する。

資本的予算

都民の森管理運営事業
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別
会
計
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道
事
業
会
計

病
院
事
業
会
計

介護保険
後期高齢者医療

山のふるさと村管理運営事業

国民健康保険

小　計（歳出）

一般会計

69億5000万円 64.7%

介護保険

8億4300万円 7.8%

国民健康保険

7億6800万円 7.1%

下水道収益的

6億813万円 5.7%

病院収益的

5億5900万円 5.2%

下水道資本的

4億3890万5千円 4.1%

後期高齢者医療

2億4800万円 2.3%
山のふるさと村

1億7100万円 1.6% 都民の森

8300万円 0.8%

病院資本的

7919万9千円 0.7%

全会計の予算額及び構成比について

予算総額

107億

4823万6千円

令和6年度の一般会

計の予算規模は、庁舎

建設整備事業の減など

により、前年度を6000
万円、率にして0.9％下

回る69億5000万円とな

りました。

特別会計では、国民

健康保険会計が被保

険者数の減少などによ

り3900万円4.8％の減、

下水道会計は、公営企

業会計に移行すること

から、これまで予算に

含まれなかった減価償

却費等の計上により、

歳出額全体で3億3500
万円の増、病院事業会

計では、空調機器の更

新が完了したことなどに

より資本的支出が3500
万円の減となりました。

これらの要因により、

全会計総額では前年度

比2.5%増の107億4823
万6千円となりました。
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３．一般会計 当初予算額の推移

年 度 対前年度増減額 増減率
29 △ 20,000 △ 0.3
30 90,000 1.5
元 390,000 6.2
2 110,000 1.6
3 140,000 2.1
4 △ 50,000 △ 0.7
5 130,000 1.9
6 △ 60,000 △ 0.9

４．一般会計歳入

令和6年度 構成比 令和5年度 構成比 増減額 増減率

1 655,002 9.4 670,197 9.6 △ 15,195 △ 2.3

2 65,687 1.0 57,837 0.8 7,850 13.6

3 822 0.0 783 0.0 39 5.0

4 4,878 0.1 4,025 0.1 853 21.2

5 5,025 0.1 3,912 0.1 1,113 28.5

6 25,808 0.4 22,656 0.3 3,152 13.9

7 121,681 1.8 121,377 1.7 304 0.3

8 9,207 0.1 8,662 0.1 545 6.3

9 828 0.0 1,247 0.0 △ 419 △ 33.6

10 1,850,000 26.6 1,850,000 26.4 0 0.0

11 1,800 0.0 1,900 0.0 △ 100 △ 5.3

12 5,673 0.1 7,539 0.1 △ 1,866 △ 24.8

13 141,534 2.0 150,226 2.1 △ 8,692 △ 5.8

14 239,421 3.4 232,325 3.3 7,096 3.1

15 2,481,005 35.7 2,584,273 36.9 △ 103,268 △ 4.0

16 44,000 0.6 45,437 0.7 △ 1,437 △ 3.2

17 13,360 0.2 11,360 0.2 2,000 17.6

18 768,602 11.1 637,754 9.1 130,848 20.5

19 30,000 0.4 30,000 0.4 0 0.0

20 440,667 6.3 432,490 6.2 8,177 1.9

21 45,000 0.7 136,000 1.9 △ 91,000 △ 66.9

6,950,000 100.0 7,010,000 100.0 △ 60,000 △ 0.9

（単位：千円、％）
区 分

（単位：千円、％）
予 算 額

6,200,000
6,290,000
6,680,000
6,790,000
6,930,000
6,880,000
7,010,000
6,950,000

国庫支出金

都支出金

財産収入

合　 　計

環境性能割交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

寄付金

繰入金

繰越金

諸収入

町債

町税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

29 30 元 2 3 4 5 6

歳入
69億5000万円

都支出金

24億8100万5千円,35.7%

地方交付税

18億5000万円,26.6%

繰入金

7億6860万2千円,11.1%

町税

6億5500万2千円,9.4%

諸収入

4億4066万7千円,6.3%

国庫支出金

2億3942万1千円,3.4%

使用料及び手数料

1億4153万4千円,2.0%

町債

4500万円,0.7% その他

3億2876万9千円,4.8%

百万円

一般会計歳入予算額及び構成比
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５．歳入の主な増減

（１）町税 2.3％減

前年度に比べ、町たばこ税、鉱産税は微増の見込みとしておりますが、町民税個人、法人、固定

資産税、軽自動車税を減額で見込み、町税全体では1千5百万円の減額となっています。

（２）地方譲与税～地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

都からの見込額通知及び近年の交付実績に基づき計上しています。

（３）地方交付税 増減なし

近年の交付実績から前年度と同額とし、普通交付税を16億8千万円、特別交付税1億7千万円、

あわせて18億5千万円で計上しています。

（４）分担金及び負担金 24.8％減

保育料保護者負担金が減となったことにより、分担金及び負担金全体では2百万円の減額となっ

ています。

（５）国庫支出金 3.1％増

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金1千2百万円の皆減、学校施設環境改

善交付金1千万円の皆減、新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金1千万円の皆減を見込ん

でいますが、デジタル基盤改革支援補助金2千4百万円の皆増、社会保障・税番号制度システム整

備費補助金1千万円の皆増、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金5百万円の皆増を見込

んでおり、国庫支出金全体では7百万円の増額となっています。

（６）都支出金 4.0％減

観光施設整備等事業補助金2千3百万円の増、都補助林道改良（舗装）事業補助金1千3百万円

の増、東京都知事選挙費委託金1千1百万円の皆増を見込んでいますが、公共施設調整交付金1

億8千5百万円の減（一般会計を経由せず、下水道事業会計への直接受入としたため）、公立学校

施設トイレ整備支援事業補助金8百万円の皆減を見込んでおり、都支出金全体では1億3百万円の

減額となっています。東京都市町村総合交付金については、前年度と同額の14億3千万円で見込

んでいます。

（７）寄付金 17.6％増

ふるさと納税寄付金について、実績から2百万円増で見込み、寄付金全体でも2百万円の増額と

なっています。

（８）繰入金 20.5％増

令和6年度当初予算では、庁舎建設整備事業の財源として庁舎建設基金から1億5千万円、下水

道会計における起債償還費の財源として減債基金から1億4千万円、町道の維持補修、災害防除工

事の財源として公共施設整備基金から6千万円、観光施設の改修工事の財源として観光施設等整

備基金から7千万円、小学校における指導書購入費等の財源として教育文化振興基金から9百万円、

その他財源不足分の補填として財政調整基金から3億2千万円を繰り入れるなど、基金からの繰入

金総額は7億6千9百万円で前年度比で1億3千1百万円の増となっています。

（９）諸収入 1.9％増

諸収入のなかで大きな割合を示す受託収入のうち、多摩の森林再生事業受託収入及び水の浸

透を高める枝打ち事業受託収入は前年度と同額を見込み、高齢者の保健事業と介護予防の一体

的実施事業受託収入7百万円の皆増などにより、諸収入全体では8百万円の増額となっています。
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６．町税額の推移

年 度 対前年度増減額 増減率
29 △ 140 △ 0.0
30 △ 10,386 △ 1.4
元 △ 11,627 △ 1.6
2 △ 11,422 △ 1.6
3 △ 40,641 △ 5.9
4 18,450 2.8
5 2,719 0.4
6 △ 15,195 △ 2.3

※ 各年度当初予算額の推移です。

７．一般会計歳出

①＜目的別＞
令和6年度 構成比 令和5年度 構成比 増減額 増減率

1 81,176 1.2 91,533 1.3 △ 10,357 △ 11.3
2 1,263,517 18.2 1,311,521 18.7 △ 48,004 △ 3.7
3 1,239,428 17.8 1,190,347 17.0 49,081 4.1
4 586,454 8.4 621,682 8.9 △ 35,228 △ 5.7
5 0 0.0 0 0.0 0 0.0
6 894,599 12.9 899,492 12.8 △ 4,893 △ 0.5
7 487,727 7.0 480,136 6.9 7,591 1.6
8 1,206,642 17.4 1,225,832 17.5 △ 19,190 △ 1.6
9 372,564 5.3 330,962 4.7 41,602 12.6

10 616,956 8.9 630,816 9.0 △ 13,860 △ 2.2
11 200 0.0 200 0.0 0 0.0
12 179,597 2.6 198,078 2.8 △ 18,481 △ 9.3
13 969 0.0 1,041 0.0 △ 72 △ 6.9
14 20,171 0.3 28,360 0.4 △ 8,189 △ 28.9

6,950,000 100.0 7,010,000 100.0 △ 60,000 △ 0.9

689,669
649,028
667,478
670,197
655,002

議会費
総務費
民生費
衛生費
労働費
農林水産業費
商工費
土木費
消防費
教育費
災害復旧費
公債費
諸支出金

合　 　計

　歳出予算の内容を分類する方法として、目的別と性質別があります。
①使われるお金を行政目的（福祉のため、観光振興のため、教育のためなど）に着目し、分類したものが

「目的別」、②使われるお金を経済的な性質（物を購入する、給与を支払う、工事を発注するなど）に着目
し、分類したものが「性質別」となります。

（単位：千円、％）
予 算 額

723,104
712,718
701,091

予備費

区 分
（単位：千円、％）

0

200

400

600

800

29 30 元 2 3 4 5 6

百万円

目的別歳出

69億5000万円

総務費

12億6351万7千円,18.2%

民生費

12億3942万8千円,17.8%

土木費

12億664万2千円,17.4%
農林水産業費

8億9459万9千円,12.9%

教育費

6億1695万6千円,8.9%

衛生費

5億8645万4千円,8.4%

商工費

4億8772万7千円,7.0%

消防費

3億7256万4千円,5.3%

公債費

1億7959万7千円,2.6%
議会費

8117万6千円,1.2%
予備費ほか

2134万円,0.3%

一般会計目的別歳出予算額及び構成比
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②＜性質別＞
令和6年度 構成比 令和5年度 構成比 増減額 増減率

1 1,123,965 16.2 1,116,946 15.9 7,019 0.6
2 1,747,433 25.1 1,585,873 22.6 161,560 10.2
3 74,889 1.1 73,361 1.0 1,528 2.1
4 441,512 6.3 476,474 6.8 △ 34,962 △ 7.3
5 1,277,053 18.4 788,690 11.3 488,363 61.9
6 1,290,304 18.6 1,281,383 18.3 8,921 0.7
7 200 0.0 200 0.0 0 0.0
8 0 0.0 0 0.0 0 0.0
9 179,597 2.6 198,078 2.8 △ 18,481 △ 9.3

10 207,581 3.0 214,444 3.1 △ 6,863 △ 3.2
11 45,000 0.6 90,000 1.3 △ 45,000 △ 50.0
12 1 0.0 1 0.0 0 0.0
13 542,279 7.8 1,156,190 16.5 △ 613,911 △ 53.1
14 20,186 0.3 28,360 0.4 △ 8,174 △ 28.8

6,950,000 100.0 7,010,000 100.0 △ 60,000 △ 0.9

８．歳出の主な増減＜目的別を基礎に示します。（）内は性質別分類です。＞

人件費
物件費

扶助費

区 分

合　 　計

普通建設事業費
災害復旧事業費
失業対策事業費
公債費
積立金
投資及び出資金
貸付金
繰出金

維持補修費

（単位：千円、％）

補助費等

予備費

性質別歳出

69億5000万円

物件費

17億4743万3千円,25.1%

普通建設事業費

12億9030万4千円,18.6%

補助費等

12億7705万3千円,18.4%

人件費

11億2396万5千円,16.2%

繰出金

5億4227万9千円,7.8%

扶助費

4億4151万2千円,6.3%

積立金

2億758万1千円,3.0%

公債費

1億7959万7千円,2.6%

維持補修費

7488万9千円,1.1%
投資及び出資金

4500万円,0.6%

予備費ほか

2038万7千円,0.3%

一般会計性質別歳出予算額及び構成比

（１）議会費 11.3％減

議員定数の減（12名から10名）に伴う議員報酬（人件費）の減、議員共済会負担金（人件費）の減な

どにより、議会費全体では1千1百万円の減額となっていますが、政務活動費（補助費等）は48万円の増

額となっています。

（２）総務費 3.7％減

電子計算開発費（物件費）が5千4百万円の増、財産管理費（物件費）が2千3百万円の増、バス路線

維持対策費補助金（補助費等）が1千6百万円の増となっていますが、庁舎建設整備事業費（普通建設

事業費）が1億7千9百万円の減、町議会議員選挙費（人件費、物件費等）が2千1百万円の皆減となっ

ており、総務費全体で4千8百万円の減額となっています。

（３）民生費 4.1％増

放課後児童健全育成事業費（人件費、物件費等）が2千1百万円の皆減、保育所措置費（扶助費、

補助費等）が1千2百万円の減、高齢者在宅サービスセンター事業費（普通建設事業費等）が7百万円

の減となっていますが、放課後居場所づくり事業（物件費）が4千7百万円の増、子ども家庭支援セン

ター事業費（人件費、物件費等）が1千8百万円の増、社会福祉協議会補助事業費（補助費等）が1千2

百万円の増となっており、民生費全体では4千9百万円の増額となっています。

（４）衛生費 5.7％減

ごみ処理事業費（普通建設事業費、物件費等）が1千6百万円の増、保健福祉センター管理費（普

通建設事業費、物件費）が7百万円の増、健康増進法保健事業費（物件費）が4百万円の増となってい
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増 増 増

ますが、病院事業費（出資金）が4千5百万円の減、新型コロナウイルスワクチン接種事業費（人件費、

物件費）が2千2百万円の皆減、環境対策事業費（人件費、物件費）が4百万円の減となっており、衛生

費全体で3千5百万円の減額となっています。

（５）農林水産業費 0.5％減

森林セラピー事業費（維持補修費、物件費等）が1千3百万円の増、都補助林道改良（舗装）事業費

（普通建設事業費）が6百万円の増、水産業総務費（人件費、補助費等）が6百万円の増となっています

が、簡易給水施設管理費（普通建設事業費、維持補修費等）が1千7百万円の減、森林環境整備事業

費（物件費）が1千4百万円の減、林道維持管理費（維持補修費）が6百万円の減となっており、農林水

産業費全体では5百万円の減額となっています。

（６）商工費 1.6％増

もえぎの湯改修工事（普通建設事業費）が4千7百万円の減、観光施設等整備基金費（積立金）が1

千万円の減、氷川・川井キャンプ場トイレ改修設計委託（普通建設事業費）が9百万円の皆減となって

いますが、観光総務費（人件費、物件費、補助費等）が1千5百万円の増、氷川・川井キャンプ場トイレ

改修工事（普通建設事業費）が4千万円の皆増、もえぎの湯第1源泉ポンプ入替工事（普通建設事業

費）が1千2百万円の皆増となっており、商工費全体では8百万円の増額となっています。

（７）土木費 1.6％減

下水道会計が令和6年度から公営企業会計に移行すること及び補助金の取扱いを改めることから、

下水道特別会計繰出金（繰出金）を6億2千3百万円の皆減とする一方、下水道会計補助金（補助費

等）が4億3千2百万円の皆増となっています。

このほか、川井松葉地内分譲地造成工事（普通建設事業費）が8千5百万円の皆増、水根線災害防

除工事（普通建設事業費）が5千万円の皆増、丹三郎水神前定住対策用地購入費が3千9百万円の皆

増、川井神塚東線物件補償費（普通建設事業費）が2千8百万円の皆増、坂下中井戸線道路新設工事

（普通建設事業費）が2千7百万円の皆増となっていますが、南平熊沢線道路新設工事（普通建設事業

費）が3千3百万円の皆減、境梅久保線災害防除工事（普通建設事業費）が2千5百万円の皆減、、丹三

郎水神前実施設計委託（普通建設事業費）が1千6百万円の減、川井神塚東線道路新設工事（普通建

設事業費）が1千5百万円の減、梅久保中山線災害防除工事（普通建設事業費）が1千3百万円の減と

なっており、土木費全体では1千9百万円の減額となっています。

なお、下水道会計における公債費は、順調に償還が続いており、1千9百万円減の2億9千7百万円と

なっています。

（８）消防費 12.6％増

消火栓管理負担金（補助費等）が4百万円の減、消防団員出動報酬（人件費）が1千1百万円の減と

なっていますが、ポンプ自動車購入費（普通建設事業費）が2千8百万円の皆増、緊急輸送道路沿道建

築物等耐震補助金（補助費等）が1千1百万円の増、消防事務委託費負担金（補助費等）が8百万円の

増となっており、消防費全体では、4千2百万円の増額となっています。

（９）教育費 2.2％減

文化会館防水改修工事（普通建設事業費）が2千5百万円の皆増、森林館改修工事（普通建設事業

費）が1千2百万円の増、古里小学校屋外非常階段塗装工事（普通建設事業費）が4百万円の皆増と

なっていますが、氷川小学校東側トイレ改修工事（普通建設事業費）が3千6百万円の皆減、教育指導

費（人件費、物件費等）が1千5百万円の減、電子黒板購入費（物件費）が1千1百万円の皆減となって

おり、教育費全体では1千4百万円の減額となっています。

（１0）公債費 9.3％減

一般会計における起債償還は、臨時財政対策債以外の借り入れを抑制していたため順調な償還が

続いており、1千8百万円の減額となっています。
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９．第5期奥多摩町長期総合計画の分類に基づく主な事業

○ 第1章　みんなで支えるホットなまちづくり （単位：千円）

・
34,404

・ 277,747
・ 50,794
・ 77,114
・

57,675
・ 126,788
・ 15,927
・ 43,638
・ 1,857
・ 14,594
・

22,282
・ 7,448
・ 768,000
・ 843,000
・ 248,000
・ 638,199
・ 21,758

○ 第2章　やさしさ　ふれあい　人と自然

・ 1,047,037
・ 245,520
・ 133,804
・

144,284
・

286,053
・ 170,696
・

73,915
・ 23,392
・ 4,000
・ 14,318
・

176,389
・ 45,901
・

12,719
・

21,538
・ 66,000

○ 第3章　町の中と外から関心を持たれる教育のまちづくり

・

58,039
・

25,585

放課後居場所づくり事業費
子ども家庭支援センター事業費（ファミリーサポートセンター事業費含む）

少子化対策事業費（保育園保育料、学校給食費、中学生制服等支援、高校
生等通学定期代の助成、入園・入学・進学等の支援など）

介護保険サービス等利用者負担助成事業費
国民健康保険事業費（国民健康保険特別会計予算）
介護保険事業費（介護保険特別会計予算）
後期高齢者医療事業費（後期高齢者医療特別会計予算）

高齢者見守り事業費（見守り相談業務、緊急通報システム、火災安全システ
ムなど）

障害者総合支援事業費
在宅心身障害者福祉手当給付事業費
社会福祉協議会補助事業費
地域ささえあいボランティア事業費
高齢者外出支援サービス事業費

簡易給水施設管理費（簡易給水施設保守点検業務委託、管理道・取水施設
維持補修工事など）

し尿処理事業費（し尿処理委託、西秋川衛生組合負担金など）

ごみ処理事業費（ごみ収集・分別業務委託、一般廃棄物指定収集袋製造等
業務委託、西秋川衛生組合負担金、生ごみ処理容器等補助金など）

秋川流域斎場組合負担金
住宅・建築物土砂災害対策改修補助金
町単独消防施設整備事業費（ポンプ自動車、小型動力ポンプなど）

消防団費（消防団員報酬、消防団員出動報酬、分団運営交付金、消防用
ホース購入、団員用活動服等購入など）

小学校教育振興費（遠距離通学費補助金、基礎学力を育む学校づくり交付
金、校外学習補助金、移動教室補助金、卒業アルバム補助金など）

教育指導費（学校運営協議会委員報酬、教育支援員報酬、スクールサポート
スタッフ報酬、図書館支援員報酬、スクールソーシャルワーカー報酬、教育支
援センター相談員報酬、外国語指導委託など）

バス路線維持対策費補助金

簡易給水施設配水管布設替事業費（農指・安寺沢簡易給水施設配水管布
設替工事）

消防事務委託費負担金

道路新設改良費（都補助事業は、白丸丸の内西線、川井神塚東線、松葉東
線、坂下中井戸線の委託・工事などで、町単独事業は、梅久保中山線、境桧
村線、水根線、下り橋三沢線の工事など）

林道治山費（都補助林道の開設（西川線）及び改良（安寺沢線、奥沢線）設
計委託・工事、海沢隧道補修工事など）

水の浸透を高める枝打ち事業費（枝打ち作業委託など）
多摩の森林再生事業費（森林間伐作業委託など）
下水道整備事業費（下水道事業会計（収益的及び資本的）予算）

古里診療所事業費
奥多摩病院事業費（病院事業会計(収益的及び資本的)予算）

予防費（保健推進活動、健康づくり、定期予防接種、各種検診、食育推進な
ど）

児童措置費（保育所措置費、児童手当、児童育成手当など）
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・
6,000

・

15,634
・ 1,000
・

21,265
・

7,848
・

9,771
・ 81,750
・

7,627
・

29,567

○ 第4章　みんなの力がつながる観光・産業づくり

・ 4,865
・ 4,549
・ 8,800
・

73,565
・

116,195
・

41,180
・

31,277
・

41,084
・ 15,637
・

36,241
・ 83,000
・ 171,000

○ 第5章　住民と行政がともに考え、ともに築く、住みよい・住みたいまちづくり

・

190,245
・

38,890
・

4,747
・ 28,602
・

68,134
・ 22,824
・

320,300

若者定住推進事業費（移住・定住応援補助金、空家等活用促進事業交付
金、川井松葉地内分譲地造成工事、丹三郎水神前実施設計業務委託、丹
三郎水神前定住対策用地買収費、空き家等実態調査業務委託など）

庁舎建設整備事業費（物件等補償費、基本・実施設計業務委託、町有林伐
採搬出等作業委託、庁舎建設予定地内住宅等解体撤去工事）

議会運営費（議員報酬、議事録調整委託、議会だより発行、議会用タブレット
使用料など）

地籍調査事業費（長畑地区地籍調査委託など）

コミュニティ施設管理費（生活館改修費等補助金、海沢生活館外壁改修工事
など）

子育て応援住宅建設事業（設計委託、造成設計委託、建設工事、造成等工
事など）

選挙執行費（町長選挙、都知事選挙）

山のふるさと村管理運営事業費（山のふるさと村特別会計予算）
都民の森管理運営事業費（都民の森特別会計予算）

内水面漁業環境活用施設整備事業費（大沢国際釣場養魚池等改修工事、
大丹波国際虹ます釣り場駐車場改修工事など）

水産業総務費（地域おこし協力隊関連費用など）

森林セラピー事業費（森林セラピーＰＲ事業委託、森林セラピー推進団体補
助金、登計トレイル維持補修工事など）

農業振興費（食肉処理加工施設管理運営委託、山葵苗購入補助金、体験農
園管理運営事業など）

農作物有害鳥獣対策事業費（シカ・イノシシ等捕獲委託、ツキノワグマ緊急対
策事業委託、狩猟免許取得補助金など）

観光施設整備事業費（もえぎの湯外壁等改修工事、氷川・川井キャンプ場ト
イレ改修工事、もえぎの湯第1源泉ポンプ入替工事など）

観光施設維持管理費（観光案内所業務委託、観光用公衆トイレ総合清掃委
託、白丸調整池ダム展示室管理委託など）

観光客誘致宿泊補助事業委託
小口事業資金融資事業費（利子補給金など）
商工振興費（納涼花火大会補助金、商店街振興補助金など）

体育施設費（古里小学校プール監視等（夜間開放含む）業務委託、総合運
動場管理業務委託、スポーツ・コミュニティ施設管理業務委託など）

保健体育総務費（スポーツフェスティバル運営委託、スポーツ推進委員報
酬、町体育協会補助金など）

水と緑のふれあい館運営事業費

文化財保護事業費（古文書目録作成報酬、文化財保存事業費補助金、指定
文化財映像撮影委託、奥多摩郷土芸能祭負担金など）

青少年対策事業費（園地遊具撤去・設置工事、青少年対策地区委員会補助
金、放課後子供教室委託、神津島洋上セミナー負担金など）

教育文化振興事業費（オーストラリア海外派遣及び受入事業補助金、子ども
国際交流音楽祭負担金、アートフェスティバル事業補助金など）

中学校建設事業費（中学校補修工事）

中学校教育振興費（遠距離通学費補助金、修学旅行補助金、移動教室補助
金、基礎学力を育む学校づくり交付金、部活動支援補助金、卒業アルバム補
助金など）

小学校建設事業費（小学校補修工事、古里小学校屋外非常階段塗装工事
など）

8



１０．入湯税の充当予定先について

・入湯税予算額

・充当予定事業

１１．地方消費税交付金（社会保障財源分）の充当予定先について

・地方消費税交付金（社会保障財源分）予算額

・充当予定事業

※各区分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）充当予定額は、各区分の一般財源で按分

１２．（参考）国の一般会計及び地方財政計画

増減額 増減率
1 △ 18,095 △ 1.6
2 16,038 1.7

１３．（参考）東京都の予算

増減額 増減率
1 4,120 5.1
2 △ 874 △ 1.4
3 1,517 8.6

4,763 3.0

（単位：億円、％）

（単位：億円、％）

5,800 千円

71,310 千円

区 分

160,821合 計

令和6年度
1,125,717

936,388

令和5年度
1,143,812

920,350

令和6年度
84,530
61,908
19,146

165,584

区 分

国の一般会計
地方財政計画

一般会計
特別会計
公営企業会計

令和5年度
80,410
62,782
17,629

衛生費

16,343
保健衛生費 139,433 39,721 99,712 10,142

合　　計 1,213,472 512,357 701,115 71,310

区　　分
予算額

（社会保障施策費）
※人件費除く

特定財源

一般財源

うち地方消費税交付金
（社会保障財源化分）

民生費
社会福祉費 314,434 163,634 150,800

児童福祉費 399,131 238,449 160,682
老人福祉費 360,474 70,553 289,921 29,488

15,338

一般財源
主な事業

うち入湯税

15,395 5,800
もえぎの湯外壁等改修事業、氷
川・川井キャンプ場トイレ改修工
事　他

観光施設の整備 116,195 100,800

事業内容 事業費 特定財源
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